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第３回政策評価審議会（第４回政策評価制度部会との合同） 議事録 

 

１．日 時  平成27年11月17日(火)13時30分から15時30分 

 

２．場 所  中央合同庁舎第２号館 総務省第１会議室 

 

３．出席者 

 （委員） 

   岡素之会長、谷藤悦史会長代理（政策評価制度部会長）、牛尾陽子委員（政策評

価制度部会長代理）、松浦正敬委員、山口昌紀委員、薄井充裕臨時委員、森田朗

臨時委員、小野達也専門委員、加藤浩徳専門委員、岸本充生専門委員、堤盛人

専門委員 

 

 （総務省） 

   土屋総務副大臣、古賀総務大臣政務官、笹島総務審議官、新井行政評価局長、

讃岐官房審議官、古市官房審議官、吉開総務課長、中井企画課長、菅原政策評

価課長、佐分利評価監視官、平野企画課企画官 

 

４．議題 

１  行政評価局調査のテーマ選定に関する中長期的な考え方について 

２  グローバル人材育成の推進に関する政策評価について 

３  政策評価制度部会における取組状況について 

 

５．資料 

資料１  行政評価局調査のテーマ選定に関する中長期的な考え方（素案） 

資料２  グローバル人材育成の推進に関する政策評価の概要 

資料３  政策評価制度部会における取組状況   

資料４  次回以降の審議日程 

参考資料１ 過去３年における行政評価局調査の実績（平成24年度～26年度） 

参考資料２ 「行政評価局調査テーマのアイデア募集」の結果 
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参考資料３ グローバル人材育成の推進に関する政策評価（関連資料） 

参考資料４ 租税特別措置等に係る政策評価の点検結果 

参考資料５ 食育の推進に関する政策評価＜評価結果に基づく意見＞ 

 

６．議事録 

（岡会長） 定刻となりましたので、第３回政策評価審議会と第４回政策評価制度部会の

合同会合を開会いたします。 

 本日は、御多忙の中、土屋副大臣、古賀大臣政務官にお越しいただいておりますので、

会議に先立ちまして御挨拶を頂戴したいと思います。 

 それでは、まず、土屋副大臣、よろしくお願いいたします。 

（土屋副大臣） 皆様、初めまして。先月の10月９日から副大臣を拝命いたしました土屋

でございます。政策評価の委員の皆様方におかれましては、岡会長を始め委員の先生方、

また、専門委員の皆様方に大変お世話になり、的確な提言を頂いて誠にうれしく思ってい

る次第でございます。 

 国の官庁は、法律別、そして分野別かつ省庁別の政策体系となっておりますし、また、

余計なことはできないような仕組みになっているだけに、どうしても硬直化し、非常に前

例踏襲ということが多いわけであります。もともと官僚制度というのはそういう継続反復、

そういうことの管理の統制のためにできたわけですから、それは性格上やむを得ないにし

ても、世の中の情勢に合わせながら、新しいこと、関連する分野、あるいは見落としてい

ること、こういうことにもきちっと目を向けて、きちっと筋を通しながら柔軟な発想が必

要なのではなかろうかと、このように存じます。 

 私、古賀政務官、また大臣ともども、この任務に携わっているわけでありますが、政治

家がこういうポストにつくことの意味は、皆様方を含めてお知恵をお借りしながら、本来

硬直的になりがちな官僚組織をその本来持つ優秀性を発揮しながらかじ取りをしていく、

こういうことが私たちの役割ではなかろうかと、このように考えている次第でございます。

また、時代が変わるとともに様々な政策に対するニーズも変わっていくと思います。私、

国会議員になる前は武蔵野市の市長をしておりましたが、20年前の11月26日、全国で初め

てのコミュニティバスである、ムーバスというのを作りました。ちょうど20年になるわけ

ですが、今や全国1,216の自治体に取り入れられ、3,200路線が国民の毛細血管のように張

り巡らされております。これは市から始まったのですが、今は「地域公共交通の活性化及
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び再生に関する法律」という法律もでき、きちっとした法の体系の中で、行政をやってい

るわけであります。どうぞ皆様方の知見をいかしながら、行政のニーズは現場にありとい

うことで、御専門をいかしながら貴重な御提言をいただければと思います。 

 会長を始め皆さん方が「こんなことどうだ」ということがあれば、何なりとまた古賀政

務官なり私にお申し付けいただければと思います。どうぞこれからもよろしくお願いいた

します。 

（岡会長） 副大臣、ありがとうございました。 

 引き続きまして、古賀大臣政務官からも御挨拶いただきたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

（古賀政務官） 皆様、こんにちは。先般、大臣政務官を拝命いたしました古賀篤と申し

ます。私は政治家になる前に、15年間、財務省に所属しておりました。当時の経験あるい

は当時の自分自身の反省も踏まえて申し上げますと、やはり各制度あるいは政策を改善し

ていく、より良いものにしていく、そして国民の方が望まれるものに変えていく、あるい

は効率化をより図っていく、そういうためにも、日々、既存の制度あるいは政策を検証し

て、次につなげるといったプロセスが大変大事だと認識をしているところでございます。

それは、私だけでなく、政府全体でも共有されていることだと承知をしているところであ

ります。 

 この政策評価審議会におきましては、岡会長、また、谷藤会長代理を始め各委員の皆様

方が、それぞれの専門分野の高い知見に基づいて、政策評価の在り方あるいは行政評価局

の調査といったものについて大変熱心に御審議いただいていると承知をしているところで

ございます。私も担当政務官として一所懸命これから取組をさせていただきたいと考えて

いるところであります。 

 皆様方の御指導、御鞭撻を心からお願い申し上げまして、私の御挨拶とさせていただき

ます。よろしくお願いいたします。 

（岡会長） 政務官、ありがとうございました。 

 副大臣と大臣政務官は、公務のため、ここで退室されます。ありがとうございました。 

（土屋副大臣、古賀政務官退室）  

（岡会長） それでは、本日の具体的な審議に先立ち、当審議会の委員構成について御報

告がございます。去る10月22日付で藤井眞理子委員がラトビア大使に就任されたことに伴

い、当審議会の委員を御退任されました。我々としては大変残念ではございますが、藤井
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委員が新天地においてもますます御活躍されることを祈念したいと思います。 

 藤井委員は、政策評価制度部会の部会長代理も務められておりましたので、後任の部会

長代理を指名する必要がございます。谷藤部会長から御指名をお願いしたいと思います。 

（谷藤会長代理） 政策評価審議会令第５条第５項では、部会長が部会に属する委員から

部会長代理を指名することとされております。藤井眞理子委員の退任につきまして、次に

牛尾委員に部会長代理をお願いしたいと存じます。牛尾委員、皆様、これでよろしいでし

ょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

（谷藤会長代理） 異議なしと認めます。 

 それでは、牛尾委員に一言御挨拶をお願い申し上げます。 

（牛尾委員） 牛尾でございます。どうかよろしくお願い申し上げます。大変微力ではご

ざいますが、政策評価の更なる進展のために少しでも尽力したいと思います。どうか今後

ともよろしくお願いいたします。 

（岡会長） ありがとうございました。牛尾委員、委員の皆様、引き続きよろしくお願い

したいと思います。 

 それでは、議事に入らせていただきます。 

 まずは、行政評価局調査のテーマ選定に関する「中長期的な考え方」について審議を行

います。本件につきましては、７月31日の第２回審議会において、谷藤会長代理、藤井委

員、森田臨時委員に「中長期的な考え方」の素案を作成いただくこととしたところでござ

います。谷藤会長代理からこの素案についての御説明をいただきたいと思います。よろし

くお願いいたします。 

（谷藤会長代理） ありがとうございます。７月31日の会議におきまして、藤井委員、森

田臨時委員とともに会長から指名をいただき、三者で行政評価局調査のテーマ選定に関す

る中長期的な考え方を取りまとめてほしいという要請をいただきました。その後、三者で

検討を進めてまいりましたが、藤井委員が御退任されたために、最終的には私と森田臨時

委員で資料１を作成いたしました。 

 最初に、その内容につきまして事務局から説明をしていただきます。よろしくお願い申

し上げます。 

（中井企画課長） それでは、資料に基づきまして御説明をさせていただきます。資料１

「行政評価局調査のテーマ選定に関する中長期的な考え方（素案）」という形で御準備をし
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ております。 

 まず、この素案は、前回審議会に、その時点で担当でございました藤井委員と森田臨時

委員から御提出をいただきました「問題意識」というペーパーを基に、第２回の審議会で

御議論いただいた御意見を踏まえて、谷藤先生に加わっていただき、今御紹介ございまし

た三者で御議論いただいた結果でございます。 

 「１．問題意識」という部分でございますが、これは正に今の行政に対する現状認識、

特に行政評価局調査との関連において、どのような点を課題として見るかということでご

ざいます。４点ございます。 

 １点目が、７月31日の会議でも御議論ございましたが、時代の変化に伴う行政の対応と

いうことでございます。経済社会環境の変化や前回の審議会でも御議論ございました科学

技術等の進歩等があり、こうしたことに対して行政が対応できているのかどうかというの

が１点目でございます。２点目が、国の重点政策という点でございます。御承知のとおり

でございますが、行政課題の複雑化・高度化によりまして、府省横断的なものが多くなっ

てございます。要は、一つの府省の政策だけを見ていては政策の全体像が分からなくなっ

ているのではないかということが二つ目でございます。３点目が、公共サービス提供主体

の多様化の問題でございます。正に今の財政状況を見ましても、行政が全ての分野をカバ

ーして何でもかんでもやることはできなくなってきているという状況であり、国、それか

ら地方公共団体についても資源の集中を図っているところでございます。そうしたできな

くなっている部分について、肩代わりというわけではないですが、例えばＮＰＯや社会起

業家を含めた民間企業において、こうした社会的課題の解決に取り組んでいらっしゃる部

分がたくさんございます。こうした結果、要は、狭い意味での行政だけを見ていて、その

施策若しくは公共サービスの全体像が分からなくなっているのではないかということが、

３点目でございます。それから４点目でございますが、複数の施策・事業分野に共通した

政策視点ということでございます。これは正に、一見それぞれの行政分野においてばらば

らに行われているような施策若しくは事業でございましても、実は横串を通して共通の視

点を持って見た場合には、何かそこで見えてくるものがあるのではないのかというのが４

点目でございます。 

 こうした四つの点について、今の行政についての現状認識、課題認識ということで挙げ

ていただいております。 

 こうしたものを踏まえて、これらに対して行政評価局がどのようなスタンスで調査を行
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っていくのか、どのようなことを強みとして行っていくことに意義があるのかということ

が、「２．行政評価局調査の意義」でございます。 

 このペーパーは、最終的には審議会として御決定いただいて、もちろん総務省に対して

御提言をいただくわけでございますが、世の中に対しても公表していただきます。そのた

め、そもそも世の中の多くの人が行政評価局の調査って何だろうか、何のためにやってい

るのだろうかということも御存じないということを前提に、最初の部分については、行政

評価局調査は何のためにやっているのかということを書いてございます。行政の不断の見

直し、質の向上、国民の行政に対する信頼確保等々、いわゆる行政運営の改善のために総

務省は行っているということでございます。具体的な手法としましては、一つは、いわゆ

る政策評価の一形態でございます「統一性・総合性確保評価」。もう一つは、かつては行政

監察と呼んでおりましたが、「行政評価・監視」がございます。我々はこの二つの手法を用

いて、調査を行っているということでございます。こうした調査をもって、いろいろな課

題の抽出等を行っているわけでございますが、当然のことながら、それぞれの施策・事業

を行っている各府省においても、自ら評価をして、改善をするマネジメントサイクルを回

しているわけでございます。そうした中において、我々評価専担部局としての行政評価局

が調査を行うことの意味合いでございますが、実際に事業を担当する府省とは異なる立場

からその事業を見ること、若しくは、一つの府省の政策だけを見ていては分からない場合

に、全体を俯瞰して横断的な観点からチェックを行うことが正に行政評価局調査を行う意

義であろうと。加えまして、我々本省だけではなく、各ブロック機関、各都道府県に事務

所を置いております。正に現場でどうなっているかということを実地に調査をして、そう

した中から実態把握若しくは課題の抽出を行い、必要に応じてその改善方策を勧告すると

いうことをやっているわけでございます。こうした活動から発掘する行政課題には、複数

府省に関係しているようなもの、国民と公共サービス提供側との間にかい離があるもの、

７月31日の会議でも御議論ございましたが、それぞれの施策・事業の中でポテンヒットに

なっているようなもの、霞が関とそれぞれの公共サービスを提供する現場の間でかい離が

あるようなもの、様々ございます。こうした行政課題について総務省が行政評価局調査を

行って、課題の実態を把握、改善策の提示を行うことに意義があるのではないのかという

ことでございます。 

 こうした意義を踏まえて、実際に我々がテーマを選定するに当たってどういった考え方

で進めていくべきかということでございますが、「３．中長期的なテーマ選定の考え方・視
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点」ということで、このペーパーの一番コアの部分になります。毎年、行政評価局で調査

をさせていただいておりまして、近年は年間大体10本から12本程度、調査をさせていただ

いております。ただ、７月31日の会議でも議論がございましたが、正に限られたリソース

でございますので、それをいかに有効に活用して調査を行うか、きちんとした考え方に基

づいて、先ほど申し上げた行政評価局調査をやることの意義、その強みをいかすためには、

どのような考え方に基づいてその調査を行うべきかということでございまして、視点を①

から④まで挙げていただいております。この視点①から④は、それぞれ先ほどの１番のパ

ラグラフの四つの現状認識に対応した形になっております。さらに、視点①から④のそれ

ぞれの構成でございますが、二段構成にしておりまして、例えば視点①で御覧いただくと、

「時の経過に伴う」から始まる段落が一つ目、後段としまして「当審議会としては」から

始まる段落が二つ目にございます。視点①から④に共通でございますが、こうした二段構

成にしまして、前段の部分では大きな考え方、いわゆる哲学と言ってもよろしいかと思い

ますが、こうした考え方について記述をしております。後段の部分については、前段の考

え方に基づいて当面の具体的なテーマへの落とし込みについてはどのように考えるかを書

いてございます。 

 「視点①：経済社会環境の変化に即した見直し」でございますが、例えば前回も御議論

ございました技術の進歩でございますとか、国民の関心・意識・行政に対する考え方の変

化、それから人口構成の変化、こうした経済社会環境の変化に即して行政が対応できてい

るかと。新たな行政ニーズが発生したことや行政ニーズがなくなっていることは的確に反

映されているかという点についての見直しが必要なのではないかということでございます。

具体的にそれをテーマに落とし込む段階におきましては、正に受益者のニーズに応じた施

策・事業の見直し、それから現行の施策・事業では対応できない課題への対応、技術進歩

に伴う施策・事業の在り方の検証、制度創設から長期にわたって見直しが行われていない

制度を運用する施策の検証などを念頭に、テーマを検討ということで掲げているところで

ございます。 

 「視点②：国としての重点政策に係る府省横断的な課題把握」でございますが、先ほど

申し上げたとおり、昨今の重点政策は、一つの府省の政策では収まらず府省横断的になっ

ております。一般的には、内閣官房や内閣府で基本方針を定めて、その基本方針に基づい

て個々の府省が施策や事業を推進するということになっておりますが、その双方をチェッ

クして全体像を把握するということでございます。具体的には、ここは正に重点政策とい
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うことでございますので、近年の重点政策として取り上げられている、経済成長への貢献、

高齢社会への対応、子ども・子育て支援、女性活躍推進等々を念頭にテーマを検討という

ことでございます。 

 それから、「視点③：公共サービス提供の多様化に対応した国民目線の課題把握」でござ

います。先ほど申し上げたとおり、ＮＰＯや民間企業等、広い意味での公共サービスを提

供する話が出てきている中で、行政とこうしたほかの提供主体との間で方向性がきちんと

共有されているのか、同じ方向を向いているのかということでございます。ここで目指す

目標が共有されているかどうかをきちんと見極めるというアプローチが一つございます。

逆に、方向性はそろっていても、それが屋上屋を架していたり、競合していたりはしない

かということが別のアプローチでございます。具体的なテーマへの落とし込みといたしま

しては、こうした行政以外の公共サービスの提供主体がたくさん生まれてきているような

分野、例えば社会福祉ですとか、環境ですとか、いろいろな最近の動きを反映した分野だ

と思います。こうした事業分野について調査を行っていくべきではないのかというのが視

点③でございます。 

 「視点④：共通の政策視点を持った総合的なアプローチ」でございますが、複数の施策・

事業分野に共通の視点を持って総合的な評価を行うようなアプローチをしていくべきでは

ないかということでございます。具体的な落とし込みとしましては、当面ではございます

が、申請手続・調達手続等の国民目線からの見直し、行政のＩＣＴ化に伴う公共サービス

の在り方の変化などを念頭に検討してはどうかということでございます。 

 以上４点がこの中長期の考え方ということでございます。では、この視点①から④で我々

が行う調査を全て説明し切れるかというと、必ずしもそうではないのではないかという御

議論がございます。ここに書いてございますが、我々は、先ほど申し上げたとおり各都道

府県に事務所等を持っておりまして、例えば行政相談でございますとか、国民・住民から

のニーズをくみ上げるような、吸い上げるような機能を持っております。そうしたところ

から正にボトムアップで上がってくるような、ここには「国民生活に密着した身近な行政

課題」と書かせていただいておりますが、こうしたものを取り上げることもあってしかる

べきなのだろうと思います。さらには、急に発生したような臨時的なものに対して調査を

行うことが適当な場合だってあるだろうということで、そうした場合には、この視点①か

ら④にかかわらず、調査を行うことはもちろん排除されないということでございます。次

の４ページの「また、」で始まるところにつきましては、毎年、我々、調査のテーマを決め
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るわけでございますが、１回テーマを決めました後に、これをローリングして見直してい

くことも必要なのではないかということが、「また、」で書いている部分の意味でございま

す。 

 「４．テーマ検討に当たっての考え方の見直し」でございますが、これはこのペーパー

そのものについての位置付けのお話でございます。実際にこうした考え方を定めていただ

いた後において、また状況の変化等ございましたら、当然、ここで掲げた考え方について

も変わっていくわけでございます。特に、先ほど「３．中長期的なテーマ選定の考え方・

視点」のところで二段構成と申し上げましたが、後段の部分ですね、当面の具体的なテー

マへの落とし込みの部分について、こちらは中長期、３～５年程度を念頭に見直しをする

のだろうと思います。前段の大きな考え方は、そうそう簡単に変わるわけではないのでし

ょうけれども、必要に応じてその在り方を見直していくのではないのかということで、こ

のペーパーを位置付けているところでございます。 

 これが中長期的な考え方の素案でございますが、少し抽象的なお話でございます。その

ため、まだ途中段階のものでございますが、委員限りで席上にもう一つ資料を御準備させ

ていただいております。28年度着手が有望な行政評価局調査テーマとして検討しているも

のをお手元にお配りしております。こちらは、まだ我々としても決定をしたわけではござ

いませんが、来年度こうしたことを調査してはどうかということを考えております。これ

は、今回の中長期の考え方を御検討いただくに当たって少しイメージを作ってもらうため

に御提示をさせていただくものでございます。 

①から④まで分類をして記述をさせていただいておりますが、これも我々が便宜、振り

分けさせていただいたので、必ずしも１対１対応ではございません。複数のものにまたが

るものもあるかと思いますが、一番関連が深いと思うものに、現状、分類をさせていただ

いております。例えば、視点①「経済社会環境の変化に即した見直し」の中で、少子高齢

化の進行とか、感染症の発生・拡大の危険とか、新規行政施策に対応したテーマ案を掲げ

ておりますし、視点②の「国としての重点政策に係る府省横断的な課題把握」の中で、経

済再生・地方創生、それから安心につながる社会保障、教育再生とございますが、かなり

重複する部分もあるのではないかと思っております。視点③の「公共サービス提供の多様

化に対応した国民目線の課題把握」若しくは視点④の「共通の政策視点を持った総合的な

アプローチ」についても、今、便宜、ここに分類をしたようなテーマを掲げさせていただ

いておりますが、イメージで言えば、ベン図のように、この四つの丸の中で幾つかの重な
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る部分があるような形で、実際には分類がされ得るのではないのかと思っております。こ

うしたものを、今回御提示いただく中長期的な考え方も少し念頭に置きながら、テーマ選

定として進めてまいりたいと思っているところでございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 ただ今の事務局からの説明に関し、谷藤会長代理、森田臨時委員から、何か追加の御意

見、御説明があればお願いしたいと思います。 

（谷藤会長代理） 今の御説明でほぼ言い尽くされているところでございますが、基本的

な思いといたしましては次のような考え方がございました。行政評価局調査のテーマに関

してこういうことをやりますよということを、実施官庁及び行政の最前線である各地方公

共団体に提示しますと、ある種の唐突感、何でこのテーマなのかというような印象を抱か

れるようにしたくないというのが基本的な考え方でございます。行政評価局調査のテーマ

は、ある一貫した方針に基づいて選定しているのだということを明示したいということが

狙いでございます。 

 どのような視点に立っているのかということが、今日お示しした内容でございます。こ

ういう視点に基づいて、中長期的な行政課題を審査するのだということを周知徹底したい

というのが基本的立場であるということを申し述べたいと思います。 

 以上でございます。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 森田臨時委員、御意見がございましたらお願いいたします。 

（森田臨時委員） 既に事務局と谷藤先生からお話があったところですが、今、谷藤先生

がおっしゃいましたように、しっかりとした調査の軸を立てるということと、しかし、現

状の課題はかなりいろいろと変わってまいりますので、それに対して柔軟に対応できると

いうことで、事務局から説明もありましたように、それぞれの部分につきましては二段構

えの説明になっております。それを最終的にレビューするということは、資料１の「４．

テーマ検討に当たっての考え方の見直し」のところで書いてあるということです。そうし

た一つの基本的な考え方を示したものとして御提示させていただいたということでござい

ます。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 それでは、資料１の素案につきまして、これから意見交換を行いたいと思います。どな
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たからでも結構でございます。御意見あるいは御質問がございましたらお願いしたいと思

います。いかがでしょうか。 

（加藤専門委員） 一つよろしいでしょうか。 

（岡会長） 加藤専門委員、どうぞ。 

（加藤専門委員） 御説明ありがとうございます。とても分かりやすくなっており、説得

力のある分類になっていると思いました。視点に基づいて分類ができるということはよく

分かったのですが、これを用いるとどのようにテーマが出てくるのかというところについ

ては、必ずしも今の御説明だけでは分かりませんでした。 

このマトリックスのようなものをある種の発想ツールとして用いてアイデアを思いつき、

そこからテーマを見いだすのが一つの方法だと思います。これは一種のトップダウン型の

アプローチだと思うのですが、一方で、各省庁からこういうことをやってくれないかとい

う要望をまとめるボトムアップ型のテーマ発見方法もあると考えます。提案されている四

つの視点をうまく活用しながら、具体的にどうやってテーマを発見するのかという点につ

いて、お考えがあるようであれば教えていただければ幸いです。 

（岡会長） ありがとうございます。とりあえず事務局から説明をお願いします。 

（中井企画課長） ありがとうございます。正に加藤先生がおっしゃったとおり、中長期

的な考え方があって、それで自動的にテーマが出てくるわけではございません。我々は実

際に社会で起こっている事象を捉えて、それに基づいて実際にどういったことを調査する

かというテーマの選定を行うわけでございます。そのときの一つのよって立つものがこの

中長期的な考え方だと思っておりまして、実際にこういう抽象的な概念そのものからテー

マが出てくるわけではもちろんないと思っております。したがって、実際には世の中で起

こっている出来事に基づいて、我々本省におきまして、例えば関係府省と意見交換やいろ

いろなキャッチボールをさせていただく中で、問題点を把握することもございますし、ま

た、事務所等出先機関がいろいろなところでニーズ若しくは問題意識のシーズ（種）を発

掘してくることもございますが、これらを我々の調査に反映させていく中で、この中長期

的な考え方を少し意識しながら、どういったことに基づいて我々の調査に昇華をさせてい

くかということを考えていくのかなというふうには考えてございます。 

（岡会長） 加藤専門委員、よろしいですか。 

（加藤専門委員） 実際のテーマの発見は両方をいろいろ使い分けつつ柔軟に行う一方で、

この中長期的な考え方はあくまでも明確に説明するための方法の一種であると理解してよ
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ろしいのでしょうか。 

（岡会長） 中井企画課長。 

（中井企画課長） 説明だけと言ってしまうと身も蓋もないのですが、我々としては、考

え方によって立つところがあるというのは大きなことだと思っております。そのため、こ

ちらの中長期的な考え方を尊重させていただきながら、一方で足元の部分をきっちり固め

て、ボトムアップで上がってくる事象をきちんと見極めながら、きちんと調査にいかして

いくということになろうかと思っております。 

（加藤専門委員） 分かりました。ありがとうございます。 

（岡会長） ほか、いかがでしょうか。 

（松浦委員） よろしいでしょうか。 

（岡会長） どうぞ。 

（松浦委員） 大変要領よくまとめられておりまして、分かりやすいものなのですが、先

ほど加藤専門委員のほうからもおっしゃいましたように、要するに、この色刷りの分でい

きますと、例えば少子高齢化の進行、これがどうして公的住宅供給というテーマになるの

かというのがよく分からないところがあります。 

今、私たちの自治体の一番大きな課題なり悩みというのは、少子高齢化でございます。

それの裏返しとしまして地方創生が出てくるわけですが、それをもう少し具体的に言いま

すと、一つの集落というのを考えてみます。その集落の中に住んでいる方々にはほとんど

移動がない。したがって、毎年毎年、高齢化が進んでいくという状況があるということで

す。それから、そこで育った子供たちが適齢期になっていくと結婚する。結婚して一緒に

住んでくれればいいのですが、すぐ町中に出てしまう、そういうことから過疎化という問

題、それから、当然、子供が生まれないということで少子化という問題が出てきます。結

局、この少子高齢化の一番の問題は、この先どうなるのだろうかという、そこに住んでい

る人たちにとりましての非常な不安感であり、これをどう解決していくかというところが

一番大きなことだろうと思います。それで、今、その一つの解決策として、「小さな拠点」

を作るという考え方が出ているわけです。しかし、私たちはこの「小さな拠点」というこ

とについても少し違和感があって、国土交通省なりああいったところの事業の中身を見ま

すと、ある一定の圏域というものを捉まえて、そこへいろいろな機能を集約していくとか、

そういうことで少子高齢化という問題が解決するように考えられているおそれがある。そ

こは私どもは少し違うのではないかと思っていて、結局、そこに住んでいる集落の人たち
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が自立して頑張るという気持ちが出てこないと、幾らそこへお金をつぎ込んでもほとんど

意味がないと私どもは思っています。したがって、例えば少子高齢化の進行に対して「小

さな拠点」というものを実施していくといった場合に、どうしたらその集落の人たちが自

立し、前向きに活動していくことができるのかというところを是非考えてもらいたいし、

あるいは評価の中身として考えていただきたいと思います。 

 どうしたら前向きになるかという一つのポイントとしては、どうしたら自分たちの活動

が何か一つの収入、対価となって返ってくるか。ここのところは非常に世俗的な物の言い

方になりますが、何か汗をかけばそれの見返りがきちっとあると、やはり人間というのは、

では一所懸命努力しようとなっていくので、そういった仕組みをその集落の人たちと行政

とで一緒になって考えていく。そういうストーリーというか、システムみたいなものを考

えていただいて、そういったものが本当に実際機能しているのかというようなところを評

価の対象にすると、そういう視点が僕は必要ではないかと思います。したがって、公的住

宅供給が何戸供給されているからということだけでは、これは少子高齢化の解決にはなら

ないし、また、評価には少しずれがあるのではないかなという感じがしています。 

 少しまとまりのない意見になりましたが、そんなことでございます。 

（岡会長） ありがとうございました。事務局、何か今のお話にコメントがあれば。 

（中井企画課長） ありがとうございます。松浦委員から御指摘あったとおりでございま

して、我々も公的住宅供給を調査すれば少子高齢化が解決するということで掲げさせてい

ただいているわけではなく、テーマとして調査をさせていただくものについて、大きな政

策の一断面を切り出すことで、その大きな政策がきちんと前に進むよう調査をさせていた

だくという形にしております。例えば、公的住宅供給を見たとき、今の少子高齢化の中で

公営住宅の在り方が今のままでいいのかということ、若しくは、もっとミクロで見ました

ら、老人世帯が増えている中で、今のニーズに応えた間取りになっているのかといったこ

とも含め、今の高齢化社会でのニーズというものに行政がきちんと応えられているのかと

いうことで、公的住宅供給というのを今掲げさせていただいているものでございます。実

際に、正に今、松浦委員からお話がありましたとおり、現場でサービスを受ける方々のニ

ーズと我々が行政として提供するものの間にギャップがあるのではないのかというのは、

先ほどの中長期的な考え方のペーパーにもありましたようにそうしたギャップを捉えて、

実際に現場で調査して、こういう声が上がっているよとか、人々が求めているものはこう

いうものではなくてこういうものだよということを、正に第三者というか、実際に事業を
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する担当部署とは違う立場で見ることに、我々自身、意義があると思っております。今頂

いた御指摘も踏まえて我々の調査設計をきちんと進めていきたいと思っております。 

（岡会長） ありがとうございました。松浦委員、とりあえずよろしいですか。 

（松浦委員） はい。 

（岡会長） 薄井臨時委員、どうぞ。 

（薄井臨時委員） 資料１については大変堅牢に組み立てられて、かつ分かりやすいとい

う点で、これは非常にいいペーパーを出していただいたなと思います。 

 ただ、28年度の候補案を見ると、それとの関係ではエッと思います。なぜかというと、

例えば３番目の多様な供給主体という問題意識について、これは全体に通底する問題意識

と言いながら、公的住宅供給のところを見るとどうか。 

現在の問題としては、例えば民間におけるサービス付き高齢者住宅の供給などもあって、

本当に公的住宅そのものが必要なのかどうかという議論がありえる中で、全くそういう点

についてコメントがない。そもそも発想そのものから非常に狭義の公的住宅に限定した形

になっているのではないか。だからこそ、松浦委員も瞬間的に違和感を覚えられたのでは

ないかと思います。 

 それは申請手続の見直し等についても同様でして、例えばクールジャパンとの関係でい

えば、いま免税店を非常にたくさん増やしており、これは国の重点施策にもなっていて官

邸も積極的にＰＲしています。また、免税店は、コンビニエンスストアにおいても適用さ

れ注目を集めています。しかしながら、もし複雑な免税手続がコンビニエンスストアでで

きるのであれば、一般的な公共サービスについても、コンビニエンスストアでできる可能

性はあります。そうしますと、クールジャパンの促進と、実はこの申請手続の見直し、あ

るいはコンビニエンスストアの活用（別にコンビニに限りませんが）は、大いに連関して

きますよね。しかし、このテーマ候補はみんな横で切られていて、四つの視点における縦

の連関がない。だから、資料１との関係においては、これでは多分、実効力ある調査には

ならないのではないかと懸念します。 

（岡会長） ありがとうございました。事務局、何かコメントがあればお願いします。 

（中井企画課長） 即答しかねる部分もございますが、御指摘も踏まえて、テーマの選定

について考えてまいりたいと思います。 

（薄井臨時委員） テーマ選定の適否についてここで何か申し上げるつもりはないのです

が、テーマを選定しそれを公表する際に、正にこの四つの視点が必ず盛り込まれている、
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あるいはどこかでコメントされていると、そこで初めて全体的な体系性が出てくると思う

ゆえです。そうした形での御説明であればより説得力が増すのではないかと思います。 

（岡会長） ありがとうございました。ほか、いかがでございましょうか。 

（牛尾委員） よろしいですか。 

（岡会長） 牛尾委員、どうぞ。 

（牛尾委員） 今回、谷藤先生を始め、関わった皆様でこういうきちんとした形ができて、

大変よかったなと思います。その反面、席上配付の委員限りのペーパーのことなのですが、

27年度に実施したテーマについて、自分も関わったわけでありますが、やはり結構アドホ

ックにテーマを選んでしまったということを私自身委員として反省しております。今回、

これを発表されるということですね。 

（中井企画課長） 最終的に決めていただいた場合には。 

（牛尾委員） そうしますと、私が言うのも何ですが、これをもし出した場合、これまで

のテーマ選定をどういう視点でやってきたのかという話にもなってくると思います。です

から、もし可能ならば、そこの部分について少し盛り込んでいただいたほうがいいのでは

ないかと考えます。今回、中長期的な考え方といったペーパーが出てくる背景のようなも

のも、簡単で結構ですので、例えばこの素案の中にもし可能ならば入れていただきたいと

いうことがございます。そうでないと、急に中長期的な視点というのが出てきたこと自体

も、ある意味、唐突な感じがすると思います。そこの部分、もし可能ならば入れていただ

ければと思います。以上です。 

（岡会長） ありがとうございました。事務局、今の点はよろしいですか。 

（中井企画課長） 大丈夫です。 

（岡会長） では、岸本専門委員、お願いいたします。 

（岸本専門委員） このテーマ選定に関する考え方と直接ここに入るものではないかもし

れないのですが、今の話をお聞きしていると、テーマ選定の仕方と、そもそもの行政評価

局調査の調査というか、評価というか、その視点というのとは、やはり切っても切り離せ

ないと思いました。そういうのが既にあれば私が知らないだけなのですが、要するに、こ

の四つの視点の上位に何らかの行政評価局調査の理念あるいは哲学のようなものがあれば

よいと思います。「２．行政評価局調査の意義」というところの冒頭２行目ぐらいのところ

に「行政の不断の見直し、質の向上、国民の行政に対する信頼確保など」と書いてはあり

ますが。例えば、視点③のところで公共サービスと民間サービスがかぶっているとしたと
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きに、その場合、民間を優先するのか、公共を優先するのかみたいなことは、何らかの哲

学か理念がないと多分勧告できないと思うので、そういうところに役立つような、何らか

もう一段上位のプリンシプルみたいなのがここに書いてあったらもっといいかなと思いま

す。 

（岡会長） ありがとうございました。事務局、今の点、よろしいですか。 

 

（中井企画課長） これも即答しかねる部分がございますが、今、岸本先生がおっしゃっ

たようなことに対して言えば、行政として限られたリソースの配分でございますので、行

政でしかできないことにやはり集中すべきなのだろうと思います。昔から言われることで

ございますが、民間でできることは民間でというのがやはりございますので、そうした観

点で我々としては見ていくのだろうなとは思いますが、少し検討させていただきたいと思

います。 

（岡会長） ありがとうございます。 

 ほか、いかがでございましょうか。山口委員、お願いします。 

（山口委員） よく勉強されて、よくできていると思います。ただ、ここで初めてＮＰＯ

や民間企業などの公共サービスの提供ということで、これでいいのですが、言いたいこと

は、私は民間企業としていろんなことをやっていまして、全部ひっかかってくるのは税法

です。この税法との関係をどのようにやっていくかということをよくお考えいただきたい

と思います。特に文化事業に関しては、それに対する補助金を出しますと、経費は全部否

認されます。それから、ＮＰＯ法人というのは、活動によっては法律により免税団体にな

れるわけですね。旧制度では、この認定団体が国税庁だったんですよ。税金を取る係の人

が「あなた、税金要りませんよ」と言うのはなかなか難しいですよね。そして、ＮＰＯ法

人は、アメリカの法律の翻訳だろうと思うのですが、アメリカと日本の制度は肝心なとこ

ろが逆転しております。その辺の点をよく認識されてこの調査に入っていただきたいと思

うんです。これは全部日本の税法から否認されます。お願いいたします。 

（岡会長） ありがとうございます。ほか、いかがでございましょうか。 

（森田臨時委員） よろしいですか。この素案を作るに関わった者として申し上げておき

ますと、谷藤先生も同じかと思いますが、それまでも行政監察以来、こうした行政評価局

調査というのは行われてきたわけですが、これがどういうテーマについて行うかというこ

とは必ずしも基本的な原則はございませんでした。そして、行政評価局がどうしてこうい
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う評価をするのかという、その評価の正当性といいましょうか、それについての疑問とい

いましょうか、質問というのが各省から出ていたところだと思います。そこで、27年度ま

ではともかくとしまして、これから取り組むときには、少ししっかりとした視点ないし必

要性というものを明確にする必要があるのではないかという問題関心から、この中長期的

な考え方というものを打ち出してきたと理解しております。 

 したがいまして、どういうテーマを個別に選ぶかというのは、この中長期的な考え方か

ら演えき的に出てくるというよりも、むしろ現実に様々な課題がメディアとか政治の世界

あるいは行政の現場から出てくるわけで、それをやるときに、行政評価局の評価としては

どういう視点に立ち、どういう共通の問題認識を持って取り組むのかという原則をここで

書こうとしたものだと御理解いただければと思っております。この点につきましては、ど

ういう視点がいいかということは、私の記憶が間違っていなければ、７月31日の審議会の

ときにそれぞれ御意見をいただき、この視点が足りないのではないか、あるいは、ここの

書きぶりは少し問題ではないかという御指摘をいただいた、それを反映する形で最終的に

こういうものにしたと思っております。少し時間がたったので、その辺についてもう一度

確認をさせていただきたいといいますか、認識していただければと思っております。 

 したがいまして、28年度どうするかということについて、それぞれのテーマがどのよう

な形で浮かび上がってきたのかは私も必ずしもよく知りませんが、少なくともこれをやる

場合には、素案で示したような原則的な考え方に沿うものである、その一部をきちっと反

映したものであるということが言えるかどうかが、これから多分御議論いただくところで

はないかなと思います。以上でございます。 

 谷藤先生、何かあれば。 

（岡会長） ありがとうございました。では、どうぞ。 

（谷藤会長代理） 基本的に同じです。今、森田臨時委員がおっしゃったことに、補足す

るわけですが、この原則から演えき的にテーマが導き出されるとは考えておりません。加

藤専門委員がおっしゃいましたように、まず現場がこんな問題を抱えていることをフォロ

ーアップして、その中から幾つかの問題を拾い上げてきて、この基本的な原則に照らし合

わせながら検討し、これが第一に取り上げるべきではないのかというより分けをする際の

基本原則として使っていただきたい。原則が明示化されていないところがこれまで少し問

題ではなかったのかという感じがするわけです。毎年10～12ぐらいのテーマをやっていま

す。どこの省庁が一番関わっているのかというデータを出してもらいましたところ、省庁
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に偏りがあります。そうしますと、「何で私のところばかりなの」というようなことになり

ます。しかし、総務省で現場から帰納的に導き出されて、こんな問題がありますよといっ

たときに、「またこの省庁か」ということになりますが、そこは政策評価を中長期的にはや

らなければいけないということになろうかと思います。「何で私のところなの」と言われた

ときに、「この原則に基づいて、こういうものが現場から持ち上がってきたからやるんで

す」ということを説得的に提示したいというのが基本原則であります。この28年度のテー

マで、全てを言い尽くされたとは思いません。例えば、少子高齢化は、集落の再編の問題

でありますとか、そのほか27年度に実施しました子育て支援だとか、いろいろなことに関

わってくる。少子高齢化の進行には、経済社会環境の変化があるのだから、これに関連し

たテーマは継続的に検討しなければいけません。その「one of them」としての公的住宅供

給をとりあげる。これによって全てを語ろうとしているわけではない。少子高齢化の問題

の一つの取組としてこの場面をとりあげる。私は基本的にそのように考えているわけでご

ざいます。以上でございます。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 今までの皆さんのやりとりを踏まえて、森田臨時委員と谷藤会長代理から追加の御説明

をいただきましたが、いかがでしょうか。堤専門委員、どうぞ。 

（堤専門委員） 今の先生方の御説明を伺って、私もやはり資料１の書き方は若干直して

もいいのかなという気がしました。先ほど牛尾委員からも、これまで少しアドホックなテ

ーマ選定だったかなみたいな意見があったのですが、そういう面もあるだろうと思います。

一方で、毎回毎回、実は議論してちゃんとテーマ設定をしていてと、そうやってきたので

すよね。だから、そこが今回まとめていただいた形で、ある意味でそういう経緯を踏まえ

てこういう形でやりましょうと改めて整理をしていただいたんだというふうに、私、今、

理解しました。 

 そうだとすると、今回の資料がいきなり問題意識から入っていて、審議会の資料として

はこれで結構ですが、先ほど中井企画課長から、克明に読んでいただくときに、やはり今

までのことを知っていただかなければいけないということで資料１の２に意義が書いてあ

るのですが、ここの据わりが悪いと思います。少し長くなってしまうかもしれないのです

が、最初に意義があって、これまでどういうことをやっていて、それまでこんなテーマ設

定してというところも、場合によっては附属資料かもしれませんが、少し触れていただい

て、その中で先ほどから議論があるように、我々としても少しぶれたところもあったとい
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う反省も踏まえて、もう一回、考え方を整理すると、過去の多くは結局この４本でカバー

できていた部分もあるし、あるいは今回の議論で新しくこういうところも見なければいけ

ないねというところも出てきましたよというような形で、今後、ぶれないようにするため

にはこの４本を一つ柱にしてやっていくんだという、資料としての若干の手直しになるか

もしれませんが、そのほうが分かりやすいのかなという気がしました。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 ほか、いかがでしょうか。よろしゅうございますか。それでは、谷藤会長代理と森田臨

時委員には誠に申し訳ございませんが、引き続き御尽力いただきまして、本日、委員の皆

様から頂きました御意見を踏まえて、この案文のさらなる精査に努めていただきたいと思

います。そういうことでよろしいでしょうか。ありがとうございました。 

 本日議論していただきました「中長期的な考え方」を来年度以降に着手される具体的な

行政評価局調査テーマに反映させるために、次回の２月23日の審議会で取りまとめを行い

たいと考えております。引き続きまして皆様方の御協力をお願いしたいと思います。 

 なお、本日の資料のうち、席上配付しました「テーマ候補案」につきましては、まだ検

討段階でございますので、資料は委員限りの取扱いとさせていただきたいと思います。よ

ろしく御協力をお願いいたします。 

 それでは、次の議題に移りたいと思います。二つ目の議題は「グローバル人材育成の推

進に関する政策評価について」でございます。本件は、総務省が行う「統一性・総合性確

保評価」のテーマとして、今年度、調査に着手するものでございます。 

 それでは、まず事務局から説明をお願いいたします。 

（佐分利評価監視官） それでは、お手元の資料２に基づきまして、グローバル人材育成

の推進に関する政策評価の概要について御説明させていただきます。 

 まず、資料２－１を御覧ください。これは今回の政策評価の計画概要を示したものであ

りまして、本年４月に公表いたしました平成27年度行政評価等プログラムの内容をアップ

デートしたものとなっております。 

 名称、それから目的、調査項目については表記のとおりでございます。 

 調査対象機関といたしましては、文部科学省に加えまして、入国管理の関係などの法務

省、あるいは語学指導の外国人の受入れの関係で外務省、外国人の就労関係で厚生労働省、

企業の海外展開の関係で経済産業省、観光関係で国土交通省などとなっております。 

 調査実施期間は12月、来月から本格調査を開始いたしまして、来年の４月からは地方の
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管区行政評価局、行政評価事務所を動員した実地調査を開始いたします。平成29年３月に

は調査結果の公表を予定しております。 

 それでは、資料を１枚おめくりいただきまして、資料２－２を御覧ください。こちらは

政府のグローバル人材育成政策をフローチャート、いわゆる脈絡図に整理したものとなっ

ております。 

 グローバル人材の育成に関しましては、平成25年６月に閣議決定された第２期教育振興

基本計画に政府の取り組むべき方向性が規定されております。教育振興基本計画は、平成

18年に全面改正されました教育基本法の第17条に基づいて作成される５か年計画になって

おります。教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために、教育の振興

に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策、その他事項について記すという

ものでございますが、こちらに関しまして本年度は25年度から始まる第２期教育振興基本

計画の３年目となっております。今回の調査結果の公表を予定しておりますのが先ほど申

しましたとおり29年の３月でありますので、平成30年４月から始まる第３期教育振興基本

計画の実施の１年前に当たるということになります。正に計画の内容に関して議論が始ま

るタイミングに我々の調査結果を出したいという形で準備を行っていきたいと考えており

ます。 

 ちなみに、政策に関しましてはなぜ必要かと、そのWhyのところと、具体的にその施策で

何を目指すのか、Whatのところですね、How、どうそれを達成するのかということが重要に

なってまいりますが、この背景のところが正にWhyに当たり、グローバル人材の育成はなぜ

必要かに関する内容となっております。第２期教育振興基本計画におきましては、少子高

齢化・人口減少による国内市場の縮小が問題であると、それから、新興国台頭における国

際競争の激化があるというふうなところが示されております。そちらのほうにありますと

おり、そうした危機を打破するために未来への飛躍を実現する人材、変化や新たな価値を

主導・創造し、社会の各分野を牽引していく人材を養成する必要があるとうたわれており

ます。 

 具体的にはその中身としまして、その右側の四角にあります「基本的方向性」というも

のがございますが、こちらの中に先ほど申しました未来への飛躍を実現する人材として、

新価値創造人材、これはいわゆるイノベーション人材のようなイメージでありますが、イ

ノベーション推進を行う人材とグローバル人材、この二つが必要であると規定されており

ます。 
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 具体的なWhyに続くWhatですね、具体的に何を目指すのかというところで、それがグロー

バル人材の育成ということでありますが、そのグローバル人材とは何なのかということで

あります。今回の第２期教育振興基本計画では、グローバル人材の定義といたしまして、

日本人としてのアイデンティティや日本の文化に対する深い理解を前提として、豊かな語

学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を身につけて、様々

な分野で活躍できる人材であるとされております。つまり、日本人としてのアイデンティ

ティを持っており、それから今申しました資料２－２の右側のほうにあります黄色の３つ

の資格を備えた人材がグローバル人材であるというふうな整理がなされております。 

 では、こういったグローバル人材を、次にHow、いかに育てるかということです。その方

法として左側にあります四角ですね、「主な取組」というところがございますが、４つの柱

がございます。 

 一つ目が、英語を始めとする外国語教育の強化であります。小学校における英語教育の

実施学年について、今、５年生、６年生から英語教育を始めておりますが、そういったも

のの早期化や指導時間を増やす、あるいは国語・算数・理科・社会のように教科化する、

あるいは中学校において日本語ではなく英語で英語授業をやろうとか、そういった取組を

行うというのが一つ目の柱であります。そうした取組の成果指標というのが右側について

おりますが、主なものとして、中高生の英語力の向上ということで、中卒では英検３級程

度を半分以上、高卒では英検準２級～２級程度を半分以上というふうな目標が設定されて

おります。また、英語教員に関しましても、例えば中学教員では英検準１級程度を50％以

上取ろうという目標が設定されております。 

 二つ目が、国際交流の推進ということで、日本人の海外留学の促進、外国人留学生受入

れの促進などが含まれております。日本人留学生ですが、2020年（平成32年）までに倍増

ということで目指しております。外国人留学生は、平成20年に外国人留学生30万人計画と

いうのを立てたのですが、その平成20年から12年後に当たる平成32年、オリンピックの2020

年に、倍増の30万人とすることを目指したものであります。 

 三つ目の柱でございますが、これは高校、大学の国際化への支援ということになります。

昨年度から始まりましたスーパーグローバルハイスクール事業、あるいはスーパーグロー

バル大学等事業が含まれております。 

 四つ目は、国際的な高等教育の質保証や体制や基盤の強化ということで、具体的にはそ

こにありますとおり他国の大学との交流推進により、枠組を変えていこうという話となっ
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ております。単位の相互認定、成績管理の質の保証を図りながら、日本人学生の海外留学、

外国人学生の戦略的な受入れを行うという枠組というものになります。 

 つまり、英語を鍛えて、交流を増やし、拠点を整備し、枠組を変えていくというふうな

四つの柱という形に整理されるかと思っております。これらの事業には平成27年度で約500

億円が投入されております。こういった取組を通じて、右側にありますようなグローバル

人材が育成され、それから、社会全体の生産性向上に資する人材の養成・確保がなされ、

成長分野の活性化などが見込まれるというようなストーリー、ロジックモデルとなってお

ります。 

 それでは、資料を１枚おめくりいただきまして、資料２－３を御覧ください。こちらは

今回の政策評価の調査内容を示す評価チャートとなっております。 

 右の欄に「主な着眼点・調査内容」とありますが、こちらにありますとおり、まずはグ

ローバル人材育成を実現するために掲げられた政策ですね、施策・事務事業の構成、ある

いは事業の成果指標の達成状況などを分析いたしまして、政策実現までの経路であるロジ

ックモデルを整理・把握するというものであります。さらに、その上の調査項目といたし

ましては、そういった実態把握を行うというものでありますが、実態把握に加えまして、

結局、調査の視点ということなのですが、グローバル人材は果たして増えているのか、あ

るいは、現在の４本柱の取組を続けるということで、グローバル人材は増えていくのか、

ロジックモデルはこれで良いのか、あるいは、ＫＰＩ、成果指標というのは改善している

のか、取組に対する効率性は着実に成果を上げているのか、あるいは、予算の費用対効果

などを確認してまいりたいと考えております。 

 参考資料３というのがございますので、若干これに関して説明を付随させていただきま

す。参考資料３にグラフがございます。「１．日本における総人口と高齢者人口の推移」で

すが、日本の人口は減っていき、例えば今年１年で大体日本の人口は40万人ほど減るとい

うことらしいです。40万人減るということは、島根県松江市と鳥取市を両方足したぐらい

が今年消えてしまう、あるいは奈良市が消えてしまうようなイメージでございます。そう

いった国内市場が縮んでいく中で海外に打って出るということでありますが、「２．各国・

地域における名目GDPの状況」のグラフにありますとおり、海外市場は拡大しています。こ

れもざっくり言いますと、毎年、日本が１個ぐらい海外に増えていくというのが2020年ま

でのＩＭＦの統計でありまして、大体４兆ドルから５兆ドルぐらいずつ毎年増えていく、

そこの分をとっていこうということであります。 
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 それから、２ページの「３.海外進出日系企業数と海外売上高比率の推移」というグラフ

になりますが、こちらが海外展開を進めている企業のグラフでございます。企業の海外拠

点数がこの10年で約３万5,000から約７万近くに倍になっているというのが見てとれるか

と思います。それから、それに伴いまして日本人も海外にどんどん進出しておりまして、

昨年10月現在で129万人ということで、日本人の100人に１人が海外に住むというような状

態となっております。 

 それから、その下にあります「４．グローバル経営を進める上での課題」ということで、

本社におけるグローバル人材育成が十分追いついていないというふうなことも述べられて

おります。こういった問題意識から、今回、調査を行ってまいりたいと思っておりまして、

是非委員の皆様方から調査の方向性についてアドバイスをいただけると幸いでございます。 

 私のほうの説明は以上とさせていただきます。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 それでは、ただ今の説明に対して御質問、御意見をいただきたいと思いますが、いかが

でしょうか。堤専門委員、どうぞ。 

（堤専門委員） このグローバル人材というのは、我々高等教育に関わる人間もいつもこ

ういうことをプレッシャーとしているわけですが、出口というか、資料２－２でいきます

と「成長分野の産業活性化・新産業の創出等」と書かれているところのイメージが、今日

の資料だと正直言って全く分かりませんでした。要は、会社に勤める人が出張して活躍し

てとか取引してとかあると思いますが、一方で外国人が来ても速やかに会社の中で働いて、

もうすぐに次の日から仕事ができるというレベルもあれば、場合によっては、例えば１人

とか２人が家内工業的にやっているような町工場の人が世界に商品を売るためにそういう

人たちも英語でやれるとか、あるいはコンビニの店員が観光客に対しても対応できるとか、

いろんなものを含めて多分グローバル人材だと思うんですね。その辺が何かあんまりイメ

ージがないまま、結局、今日書いている資料というのは語学力のことが大半であって、そ

れに伴う指標という形になっているので、もう一回、どういうことがグローバル人材が育

った後の姿としてあるかということをまずお聞きしたいと思います。 

 関連しまして、資料２－２で書いてある「主な取組」というのが、今申し上げたことの

繰り返しですが、半分は語学の話、それから交流というか、留学生が増えればいいよみた

いな、そんな話しかなくて、極めて非常にお粗末かなという気がしました。これはやっぱ

り、先ほど申し上げたどういう姿を目指すかによってこの取組の内容は変わってくるのだ
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と思います。例えば学校のことばかり書いていますが、企業や役所の中で継続的にそうい

う教育をしているものというのは全く出てこなくて、そういうことはどのように考えるの

かという話もないかなという気がします。それから、コミュニケーション力と右の箱にあ

るのですが、その中でチームワークとかリーダーシップとかというものを養成するという

話も全くありませんし、異文化の理解とかという話に関しては、では我が国の歴史とか世

界の歴史をどのように学ぶのかという話も本当は出てくるべきだと思うのですが、そうい

うものも全くありません。紙面が限られているので代表的なものということでお示しいた

だいているのであれば、そういう部分もあるかと思いますが、少し足りないのではないか

なと思います。それから、課題発見とか解決能力みたいな本来柱として立つべきこと、多

分それは主体性とか積極性に含まれるのだと思いますが、そういうものもやはりここにき

ちんと出てくるべきだと思います。 

 それから最後、先ほども申し上げましたが、指標が非常に偏っているし、その指標のレ

ベル１個１個を見ても非常に奇異な印象を受けました。例えば高校卒業段階で準２級～２

級程度が50％以上とは、英検のホームページを見ていただくと分かりますが、２級という

のは高校卒業程度ですから、この50％以上とは何なのか、要はこれ、文部科学行政が今ま

で怠慢であって、こんなことで皆さん卒業していますよという話ですし、もっとひどいの

はこの教員ですよね。教員が準１級程度を50％とか75％というのは、アルバイトの家庭教

師じゃないんですから、こういうもので教育されては非常に困って、ある意味でこれまで

文部科学行政がきっちりやってこなかったことのツケみたいなものもこの中に入れて、何

となく評価してあげましょうというのは非常に問題かなと思いました。 

 こういう１個１個の数字も、平均値として50％とかなんとかというのが、意味があると

きもあれば、例えば最低ランクのところの底上げがすごく意味がある、あるいは、上のク

ラスがもっと分厚くなるところは意味があるというふうに、多分いろいろ場合があると思

うんですね。それは結局、最初に申し上げたどういう人材が活躍しているというのがグロ

ーバル人材育成後の姿かということによって、例えばコンビニ定員さんまで英語でコミュ

ニケーションできることがそうであれば、その底上げのところがすごく大事になると思い

ますし、役所で英語対応できるというのは、もしかしたらまた違う平均値なのかとか、い

ろいろ議論になると思います。その辺、もう少し細かく見ていただかないと、何かとりあ

えず出てきそうな数字だけを並べて、これで評価というのは、これが本当にロジックモデ

ルなのかという気がいたしました。 
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（岡会長） ありがとうございました。事務局からコメントがあればお願いします。 

（佐分利評価監視官） 早速ありがとうございます。おっしゃるとおり、今日お示しした

資料２－２などにありますフローチャートというのは、現行の第２期教育振興基本計画を

基に、こう書いてあるということをなぞったものでありまして、それを、それでいいのか

ということですが、例えば定義に関しましても、お手元の参考資料３の４ページを御覧い

ただけますでしょうか。４ページの中段の少し上のほうに成果目標５というのがございま

して、この中にどのような人材が必要かというと、「社会の各分野を牽引するリーダー、グ

ローバル社会にあって様々な人々と協働できる人材、とりわけ国際交渉など国際舞台で先

導的に活躍できる人材を養成する」というのが現行の本文なので、第２期教育振興基本計

画におけるグローバル人材の最高モデルといいますか、これを目指すんだというようなこ

とが記述されているわけです。では、それは具体的にどうなのかといいますと、その下の

ほうにあります基本施策16にあります「基本的考え方」の最初の丸にある、日本人として

のアイデンティティ、それから三つの柱というものがこのように規定されているというこ

とであります。 

 そうすると、今、先生がおっしゃったようなコンビニとか企業の中の人材だとか、ある

いはグローバル人材というと大阪のおばちゃんがグローバル人材だと言う方もいらっしゃ

って、世界中どこへ行っても通用すると。関西弁で交渉できるみたいな話もありますとお

り、グローバル人材の定義って結局何なのかというところは、とりあえず我々が政策評価

する上ではまず文部科学省さんの定義をしっかり押さえながら、本当にこれで十分かとい

うところを議論してまいりたいと思っております。 

 それから、指標の話に関しましても、おっしゃるとおり、現行の指標はこう書いてある

ということを、これをまず基本、出発点といたしまして、本当にこれで十分なのかと。お

示ししたとおり英検３級は中学卒業レベルですし、英検準２級は高校卒業レベルなので、

卒業できるということはそれなりの学力があるはずだから、では50％以上は卒業できる能

力を身につけずに卒業したのかという話になってしまいます。そういったところも含めま

して、指標がこれで正しいのか、妥当な指標なのかというところも見直していく必要があ

るかと思います。 

 あと、異文化理解のところとかアイデンティティの話に関しましては、どのように実際

にそれを教えるのかと。学習指導要領の中で残念ながら日本文化の授業というのは今のと

ころありませんので、どこでどのように教えていったらいいのかと。例えば国語の時間、



 -26-

社会の時間で日本の文化に少し触れるとか、日本の文化のアイデンティティを、今、教育

カリキュラムの中では学ぶ機会があまりないというところを踏まえて、具体的にこの目標

をどのように達成するのかというところの指標作り、カリキュラム作りはどうあるべきか

というところもあるかと思います。 

 お答えになるかどうか分かりませんが、御指摘を踏まえて調査を設計してまいりたいと

思います。ありがとうございました。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 ほか、いかがでしょうか。松浦委員、どうぞ。 

（松浦委員） 今、堤委員がおっしゃった話が本当にそうだなと私も思っています。つま

り、何のためにこういった人材を育成するのかというところをもう少しはっきりさせてい

かないと、逆に言えば、なぜグローバル人材を育てる必要があるかというところがはっき

りしてこないと思うのですが、これは私の経験からお話をさせてもらいますと、今、私ど

もは、インドのケララ州というところと、今後、交流を密にしていきたいと思っておりま

す。そこへ出かけていったときの印象なのですが、まず、通訳をやってもらいましたが、

この方の通訳は、これはニューデリーの中でも、インドの中でも非常に上位だと言われる

人ということなんですけど、何を言っているかよく分からないという程度です。それで、

「あなた、どこで習ったの」という話を聞いたら、日本語学校だというんです。習ってい

る人が日本人ではなくて、インドの方から習っているということなので、これは結局、程

度がその程度になってしまうということなんです。私ども、なぜ日本語というものをさら

に普及させていく必要があるというふうに痛感したかというと、「今、インドの若い人たち

はどの語学をみんな一生懸命やっているんですか」という話を聞いたら、中国語だという

んですね。それはなぜかというと、すぐ隣が中国なので、やはり中国の進出企業なりそう

いったところにきちっと就職できたりする、そのようなことが可能だという話でございま

す。したがって、これを放っておくと、日本の企業がこれからどんどん成長するだろうイ

ンドでの進出にとって非常に大きな阻害要因になっていくということが考えられると思う

んです。したがって、やはりそういう意味でインドの中での日本語教育ということについ

て、これは例えば日本人が向こうへ行って教えるという方法もあるでしょうし、あるいは

向こうの日本語を教える方々をこちらに呼んで教えるという方法など、いろいろあると思

うのですが、いずれにしても、そうした日本語教育のカリキュラムみたいなものをきちっ

と決めて、それで日本語の上達というものを図っていくと、今後の日本の企業というもの
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が海外進出というものを果たしていく上においてこれは非常に大きな後ろ盾になっていく

と。日本語を学ぶということは、日本人の物の考え方だとか文化だとか、要するに日本人

びいき、日本びいきになってもらうということになると思いますので、これは非常に大事

なことだと私は思っています。ですから、グローバル人材を育てるという意味も、これは

若干狭い考え方かもしれないですが、今後の日本の発展というものを考えていく上におい

ては、やっぱりそういう少し具体的な何か目的なり目標を決めてやっていくということが

大事ではないかと私は思っています。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 森田臨時委員、お願いします。 

（森田臨時委員） ありがとうございます。会長にお尋ねしたほうがいいのか、事務局に

お尋ねしたほうがいいのか分かりませんけど、これは、堤先生がおっしゃるようなかなり

問題がある政策だと思います。だからこれを評価しようというのを、今ここで決める、議

論するということなのでしょうか。 

（岡会長） まず事務局からコメントをください。 

（佐分利評価監視官） 本年４月にプログラムを公表しましたときに評価をすることは決

まっておりますので、是非その評価の中身ですね、具体的にどこまでをプロジェクトスコ

ープとして評価をするのかと。そのアウトプット、アウトカム、具体的にこの評価によっ

て何を目指すのかというところに関して是非コメントを頂けたらと思っております。 

（岡会長） 今、事務局からありましたように、このテーマで調査をするということは既

に決まっているわけでございますね。 

（森田臨時委員） そうしますと、最初の資料２－１の案のところで書いてありますよう

に、政策・施策の実施状況とその効果の発現状況についてどうかということだと思います。

そうしますと、現在提出されている資料だけではその辺があまりはっきりしないと思いま

すので、いかがでしょうかということです。そうでないと議論が拡散して、もう一度ここ

で、日本のグローバル人材といいましょうか、グローバル化についての政策全般について

の議論が展開されるかなという気がしたものですから、こういう発言をしたわけです。 

（佐分利評価監視官） 御配慮ありがとうございます。調査の内容といたしましては、こ

こに書いてありますとおり、まず、既存の、政府が閣議決定を行いました第２期の教育振

興基本計画に基づき現行行われている政策を評価するという形で政策評価を考えておりま

す。ただ、具体的なアプローチの方法ですね、先ほどから堤専門委員あるいは松浦委員か
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らお話がありましたとおり、何のために育成しているかという受け皿に関しましては、ど

うしても政策的にはサプライサイド、こういう人を作りましょうという、作るほうの議論

ばっかりになってしまいます。具体的にそれが着地するほう、受け手のほうでどのように

その人たちが役に立っているのかというところは、通常のプロジェクトスコープ、つまり

今やっている政策の評価だけでは十分追い切れないところもあるし、企業の側のアンケー

トをとったりするというところは今回の政策評価の中でもう少し広げて検討していきたい

と思っております。 

（岡会長） よろしいですか。「グローバル人材を育成するためにはどうしようか」という

テーマで議論を始めたら、先ほど御指摘のような意見がいろいろ出てくるのだろうと思う

のですが、このテーマについては、既に平成25年６月に閣議決定された基本計画があって、

既に動き出しているわけですよね。政策の評価をする私どもの立場からは、先ほどの視点

で調査をした結果、このようなやり方やＫＰＩでは無駄金にならないかというようなこと

になれば、その辺のところを調査結果として打ち出せればということだと思います。ただ、

先ほど事務局からの説明であったように、国際会議やグローバル市場で日本を代表して

堂々と活躍できる人材はまだかなり限られた対象であって、決して一億総グローバル人材

ということではないと思いますが、これを決めた３年ぐらい前の議論のときには、グロー

バル人材についての問題意識もまだそこまで深くなかったでしょうし、当時の議論の中に

は、現実の足元は相当なものだという認識があったように漏れ聞いております。ですから、

スタートしてもう２年３年ですが、これで十分かどうかということについてはいろいろな

御意見があろうかと思います。我々の役割は、この基本計画の政策評価を調査してみまし

ょうということであるわけですね。 

 それから、ついでに申し上げますと、先ほどの松浦委員のインドのお話は、海外に日本

語を普及させて、違った意味で日本のファンを作るとか、日本を好きになってもらうとか、

中国に負けないように頑張るべきではないかという御意見だったと思います。私の知る限

りでは、文部科学省の下にある国際交流基金が海外での日本語普及のため、日本語学校を

各地に作り、基本的には日本から日本人の先生を送り込むということをやっておられます。

ただ、日本語を教える日本人の先生が大変不足しているので悩んでおられるというお話が

理事長からございましたので、商社の業界団体である日本貿易会は、2,000人ぐらいの商社

ＯＢを人材バンクで抱えているので、そういう先生になる方が多分いると思いますよと御

紹介したところ、かなりそこから出て行ったと伺っております。これはこれで十分だとは
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思いませんが、一応進んでいる部分もあるのかなと、御参考までに申し上げておきます。 

 それでは、谷藤会長代理。 

（谷藤会長代理） 皆さんのお話を伺っていると、二重の課題と言われるものがあるよう

に思います。一つは、第２期教育振興基本計画で立てられた様々な目標が現実にどのよう

に達成されているのかということ。もう一つは、堤専門委員がおっしゃったように、第２

期教育振興基本計画の目標設定がよかったのかという評価であるとか、この目標を実施す

るためのロジックモデルがきちっと成り立っていたのか。あるいは、指標設定が正しかっ

たのかというような基本計画そのものに対する評価です。二重の検証と言われるようなも

のが必要ではないかと思うわけであります。そうしないと、グローバル人材育成の推進に

関する様々な政策の修正だとか、新たな政策の開発につながっていかない。そのような二

重の課題を、政策評価の中で基本的な目標として設定しているのかというようなことを確

認したいと思います。 

（岡会長） ありがとうございました。 

（佐分利評価監視官） 整理いただきましてありがとうございました。今の谷藤先生の二

重の課題に関しまして、まず１点目の目標が達成されているか否かに関しましては、お手

元の参考資料３の最後のページになります。こちらに先ほど申しました四つの柱と、それ

から第２期教育振興基本計画に書いてありますＫＰＩ、それからそれの現状の達成状況と

いうのが赤字で実績という形で書いてございますが、これを見ていただきますとお分かり

のとおり、なかなか前途厳しいかなという状況はありまして、そこの第１の課題、目標は

達成しているかどうかというところに関しては、この数字をアップデートしていきながら、

なぜ進まないのかというところの実態把握を進めていければと思っております。 

 それから、２点目の目標設定そのものがよかったのか否か、これで妥当な目標なのかと

いうところの非常に根源的な部分に関しましては、これは一応もう既に閣議決定で走って

おりますので、その当時、どうしてこのようなことを目標にしたのかというところの検証

は行いますが、最終的には先ほど申しましたとおり、第３期の教育振興基本計画の中の玉

として私どもの調査結果がいかされるような形に進めていければと思っております。堤先

生の御指摘も踏まえて、あるいは谷藤先生の御指摘も踏まえて、そのところはつなぎが十

分できるように準備してまいりたいと思います。 

（岡会長） はい、ありがとうございました。 

 ほか、いかがでしょうか。牛尾委員、どうぞ。 
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（牛尾委員） 指標のところなのですが、海外留学生を倍増はいいのですが、留学生とい

うのは、学位を取った人と遊学生と二つあるので、できれば学位取得者の指標も入れたほ

うがいいのではないかと思います。さらに、それを文系・理系と分けられたほうがいいか

なというのがあります。また、指標に関して言えば、今回、外国語教育の強化のところで

小・中・高の英語教育強化という形にはなっているのですが、指標自体は中学・高校・大

学しか入ってなくて、小学校の指標が入っていません。一応、小学校における英語教育の

調査はやられるのですが、やはり日本の場合、小学校で英語教育をするか否か、というの

はまだ議論のある問題でもあって、ただ、世界的に見ると、既に小学校における英語教育

で例えばシンガポールとかマレーシアとかに完全に差がついているのも事実なので、小学

校の部分では何らかの指標もある程度考える必要があるのかなという気がいたしました。 

 あと、少し気になったのですが、参考資料の２ページですね、この計画の見直しの最終

的なロジックの中に入っているのですが、「４．グローバル経営を進める上での課題」とい

うことで、本社でのグローバル人材教育が海外事業展開のスピードに追いついていないこ

とと経営幹部層におけるグローバルに活躍できる人材が不足している、これははっきり言

って本社の問題ではないかと思うのですが。つまり日本の会社の問題であって、それがこ

の日本におけるグローバル教育とどのように結びつくのか。そこに論理の飛躍があるので、

そこはもう少しロジックをきちんとされたほうがいいと思います。 

（岡会長） よろしくお願いします。 

（佐分利評価監視官） はい、ありがとうございます。最初の指標の件でありますが、お

っしゃるとおり、指標というのは大変重要でありまして、現実を一つの数字に落とし込ん

でいくという意味においては、どのような指標を作るかというのが現場において大変重要

かと。例えば日本文化を学ぼうといっても、ではどこで学ぶのかといった話になったとき

に、例えばセンター試験で必ず英語の問題の１問に、日本文化の問いが出てくれば、みん

な必死になって勉強するわけですよね。そのため、何かこのような指標を作ればみんな動

くといった、指標をどのように作るのかというのは、我々行政評価局にとっても大変重要

な課題でありまして、そういう意味で指標の開発、小学校の英語をどのように評価したら

いいのか、どのような指標で評価したらいいのかというのは、御指摘のとおり重要な――

小学校に限らずですね。どのような指標を作っていくのかというのは調査において大変重

要なテーマだと思っております。 

 それから、２点目のグローバル経営のところは、これまたおっしゃるとおりでして、現
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場の方に聞くと、「いやいや、本社があほやから」ということをよく言われて、要するに、

グローバル人材はいると。海外駐在員の人も頑張っていると。しかし、海外での努力が本

社に評価されず、海外駐在員の社長はなかなか本社の出世コースに入れないとか、いろい

ろなことがある中で、本当にグローバル人材をいかせているのか。企業の問題だろうとお

っしゃればそのとおりなのですが、正にアンケート項目の上から五つ目に「本社側の海外

現地事情に関する理解不足」とありますが、これが実は大きいのではないかというコメン

トも頂いておりまして、その辺りの、本当にグローバル経営の中で人材を作れば企業の海

外展開は進むのかというところも含めて、しっかり現場を見ていきたいと思っております。 

 以上です。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 ほか、いかがでしょうか。加藤専門委員。 

（加藤専門委員） グローバル人材そのものを議論し始めると、これは結構大変なことに

なりそうですので、私からは評価の方法についてお尋ねします。この政策を担当されてい

る省は複数ありかつ横断的ですので、先ほどの議論からすれば、本審議会で対応すべき適

切な対象だと理解しております。ところで，ＫＰＩの表を見てみますと、事業を担当する

省がたとえば「文」とか「外」という形で示されており、それぞれ文部科学省と外務省を

意味しているようですが、この中には調査対象機関となっている法務省、経済産業省、国

土交通省が見あたらないように思えます。そこで質問ですが、一つ目は、そのような直接

には表示されていない省庁については、どのような形でこの評価に関係してくるのかとい

うことと、二つ目は、横断的に取り組んでいるという部分について、どのようなアプロー

チで評価をされようとしているのかをお教えいただけないでしょうか。単にそれぞれの事

業でお金を使って、その結果がどうなったのかを評価するという縦割りの評価になってし

まう懸念がありますので、総合的な評価に向けてどのような工夫をされようとしているの

かを教えてください。 

（佐分利評価監視官） 加藤先生、ありがとうございます。大変重要な御指摘をいただい

ておりまして、特に２点目のところから申し上げますと、横断的な評価というのは、結局、

サプライサイド、先ほど申しました何をやるかというほうを後ろから後追いしていくだけ

では各省庁の評価と変わらないと。そうではなくて、むしろデマンドサイドで、結局そう

いった人材がどのように役に立っているのか、あるいは現場のほうで何に困っていて、そ

れを各省庁がどのようにフォローしているのかと、反対側から見ていくことで我々の存在
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意義が示せるかなと思っております。そうした意味では、あくまでも現行の政策をスター

ト地点とするという意味においては、サプライサイドもしっかり見なければいけないので

すが、我々が横串で見ていく上では、各省庁が行っていることが結局現場でどのように評

価されているのか、現場の問題解決につながっているのですかと。現場というのは、先ほ

どありましたように、企業の場合もありますし、自治体の場合もありますし、あるいは国

際機関であったり、公務員であったりするわけなのですが、そういったところをデマンド

サイドのほうから見ることで横断的な横串の評価をやろうと考えております。 

 それから、６ページの表に関しましては、一番下の文にありますとおり、平成27年度行

政事業レビューシートの内容に書かれてある各省庁が登録したものなどを含めて掲載して

おりまして、そうした意味では、今回の法務省や経済産業省の部分に関してはここの文に

は含まれておりません。例えば、実は先週、行政事業レビューが英語教育に関してあった

のですが、秋のレビューというのがあり、河野行政改革担当大臣が言われていたのは、文

部科学省の事業で、中学・高校の英語教員の人件費だけで約3,000億円かかっていると。そ

れだけ教員にお金をつけて英語を話せるようになっていないというのは、本当に効果があ

るのかみたいなことを行政事業レビューで指摘されておりますが、そういった部分も今回

は入っておりません。そういった意味では、今回の予算のスコープをどこまで広げるかと

いうのを、今は第２期教育振興基本計画にぶら下がるような、各項目にぶら下がる予算を

見ておりますが、どこまで広げるかというところに関しても引き続き内部で検討してまい

りたいと思っております。 

 以上です。 

（岡会長） ありがとうございました。私が知っている範囲のことを申し上げますと、こ

の背景には、政府の成長戦略があったのだと思います。「日本再興戦略」の中でも触れられ

ておりまして、これから国内のマーケットがそんなに大きくならない。海外に出ていかな

ければいけない。それが日本の成長そのものに密接につながっていると。しかし、それを

実現しようとしたときに、グローバル人材――これ、定義が難しいのですが、いわゆるグ

ローバル人材が不足している。これを何とか増やすことをまず考えようではないかという

ところから入っていったのだと思います。経済産業省の絡み方も成長戦略というところで

接点を設けている部分があるかもしれませんが、いずれにせよ、そういう形で入って、既

に走っていますので、今回の私どもの調査によって、少なくとも目標は設定されているが、

その目標でよかったのか、あるいは、もっと効果的なやり方があったのではないかという
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ようなことであれば、調査の結果の評価として打ち出して、これでおしまいではなくて、

この後の第２弾の計画が多分また作られ、閣議決定されていくと思うので、そこに活かさ

れていくというような位置付けで考えたら、我々がやろうとしていることは前向きになっ

ていくのかなと思います。 

 先ほど牛尾委員が指摘された留学生派遣のことですが、実は、私どもの会社でも、文部

科学省からの要請を受け、「官民協働海外留学支援制度～トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ日本

代表プログラム～」に寄附しました。留学生をどんどんどんどん送り込んでいこう、何百

人なんて言っているのですが、私は当時の文科大臣に「３カ月行って帰ってきたのも１人

ですか」と確認したところそうなんです。資格を取ってくるどころの話ではないんですね。

要はゼロからのスタート、とにかく始めましょうというところがあったように思います。

この留学生を増やすという中身も含めて、決して満足できるものではないと私も思います。

しかし、とにかくこれでやれるところまでやって次を目指そうと、調査の結果の評価をし

っかりとやって次に活かすという形にできればと思います。 

 それでは、時間も参りましたので、本件につきましての審議はここまでとさせていただ

きます。行政評価局においては、本日の審議内容を踏まえて今後の調査を進めていただき

たいと思います。よろしくお願いいたします。 

 次は、本日最後の議題であります。各府省が行う政策評価の改善方策を検討していただ

いております政策評価制度部会における取り組み状況につきまして、まず事務局から説明

をお願いいたします。 

（菅原政策評価課長） それでは、資料３を御覧ください。政策評価制度部会でございま

すが、制度部会におきましては、各府省が行う政策評価の政策の改善・見直しへの一層の

活用と各府省担当者の負担の軽減という観点から、今年度につきましては目標管理型の評

価と規制の評価について、個別事例に即して具体的な改善方策を御検討いただいていると

ころでございます。 

 １ページ目が目標管理型評価の検討状況でございます。これまでにワーキング・グルー

プを３回、それから部会を単独で１回開催しております。 

 ワーキング・グループの先生方には、大変お忙しい中、実際に各府省の40施策の事前分

析表を見ていただいた上で、この検討事項にあります、メリハリのある評価や目標設定の

在り方について御議論いただいているところでございます。 

 そこで出ました主な意見につきまして簡単に御紹介いたしますと、まず、基本的な考え
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方としまして、政策評価を政策の見直し・改善に資するものとする、それから、新たな負

担を増やさず、評価対象の選択・省力化をする、というような御意見がございました。 

 それから、３点目でございますが、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」では、政

策評価の目的としまして、効果的・効率的な行政の推進と国民への説明責任という二つが

掲げられておりますが、政策によってはいずれかに重点が置かれる場合があるのではない

かといった御意見がございました。 

 それから、目標管理型評価の対象となる施策でございますが、現在、各府省がそれぞれ

定めておりまして、その合計は約500施策ということになっておりますが、評価の対象とな

る施策のくくりが大き過ぎるのではないか、あるいは、全ての施策を対象とする必要はな

く、定型的な業務などはモニタリングで構わないのではないか、といった御意見がござい

ました。 

 ６点目でございますが、現在、事前分析表には目標設定の考え方や根拠を記載すること

になっておりますが、現状や課題をデータに基づいて分析し、目標を設定するまでのプロ

セスを明らかにすることが必要ではないかという御意見がございました。 

 最後の点でございますが、現在、測定指標は原則として定量的な指標を用いるというこ

とにしておりますが、定量的な指標にこだわるあまり、かえって評価がゆがんでしまって

いるようなものがあるのではないか、ですから、何もかもを定量化しなければいけないと

いうような誤解を解いていく必要があるのではないかといった御意見がございました。 

 取りまとめの方向性でございますが、例えばモニタリングで構わないといったものにつ

きましては、その対象とすべき施策の典型的なモデルケースを抽出して、その上でその考

え方を整理するなど、個別の事前分析表の例を見ながら、各府省の実情も踏まえて、具体

的な改善方策について検討いただきたいと考えております。 

 ２ページ目を御覧ください。こちらが規制評価の検討状況でございまして、こちらもこ

れまでワーキング・グループを３回、部会を単独で１回開催しております。 

 こちらのほうもワーキング・グループの先生方には各府省の実際の評価書を30件抽出い

たしまして、それを見ていただいた上で、検討事項にあります評価の質の向上、評価の活

用の推進、メリハリのある評価の実施について御議論いただいているところでございます。 

 これも主な意見を御紹介いたしますと、現在、規制の事前評価書は、法案の場合ですと

閣議決定、それから政令案の場合ですとパブコメの直前に作られているという実情にござ

いまして、政策評価がその規制を導入するという意思決定に本当に活用されているのだろ
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うかというような問題意識の下に、規制の立案過程に評価をどのように仕組んでいくかが

問題だという御意見がございました。 

 それから、ガイドラインでは、規制の事前評価には、規制の目的、内容、必要性、それ

から代替案を記載することになっておりますが、規制の新設・改廃に至った課題や原因、

その原因をコントロールする方法といったロジックモデルから整理する必要があるのでは

ないかといった御意見がございました。 

 ３点目でございますが、現在、規制を強化するか、緩和するのかといった規制の内容に

かかわらず、同様の事前評価を行うことになっておりますが、例えば規制緩和の場合であ

って、新たに費用が発生しないようなものなどについては、その規制を類型化して、類型

に応じた簡便な評価方法の提示も検討すべきではないかといった御意見がございました。 

 ４点目でございますが、現在のガイドラインは評価書の記載事項が中心となっておりま

すが、これに加えて、具体的な作成作業についても記載すべきではないかといった御意見

がございました。 

 最後に、規制改革会議の主導によりまして、各府省、規制レビューを行うことになって

おりますが、規制評価とレビューの連携を検討すべきではないかといった御意見がござい

ました。 

 取りまとめの方向性でございますが、個別の評価書につきまして、今、30件を見ていた

だいているという話をさせていただきましたが、その中から改善を要するものを絞り込ん

で、例えば費用・便益の定量化や代替案の設定などについて、個別具体的な改善方法を提

示するとともに、このような作業を通じまして定量化に関する考え方や評価を簡素化でき

るものの例など、評価手法・評価時の基本的な考え方を取りまとめていただくほか、併せ

て評価書様式の問題点あるいは規制の検討段階における評価の活用方法、規制レビューと

の連携などについても考え方を整理していただきたいと考えているところでございます。 

 以上が政策評価制度部会における検討状況でございます。あわせて、先般、行政評価局

で行いました租税特別措置等に係る政策評価の点検結果について、簡単に御報告させてい

ただきたいと思います。参考資料４を御覧いただければと思います。 

 参考資料４の１ページ目をめくっていただきまして、「政策評価・点検の仕組み」でござ

いますが、各府省が税制改正要望を行う際には租税特別措置等に係る政策評価を実施しま

して、総務省の行政評価局が各府省が行った政策評価の内容を点検しまして、その結果を

税制改正作業に提供するとともに、各府省に通知・公表することとなっております。今年
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度につきましては、８月末に各府省が税制改正要望を行いますとともに政策評価書を公表

しておりますので、その内容を当局で点検いたしまして、10月27日に点検結果を公表いた

しております。 

 ２ページ目を御覧いただければと思います。「点検結果の概要」でございますが、今回対

象となりました評価書は105件でございます。このうち、私どもで特に有効性の観点からの

点検を行いました結果、各府省からの補足説明を受けた上で分析・説明が一定水準に達し

ていると判断される評価書の割合は19％（20件）ということでございました。時系列に見

た場合に、徐々にではありますが、その割合は増加しているということでございます。 

 分析・説明が不十分なものについて、下の右側のほうの「補足説明を踏まえた結果」と

いうところでございますが、その内容といたしましては、達成目標に関するものが44件、

適用数・減収額に関するものが61件、効果に関するものが75件となっております。この具

体的な事例につきましては３ページ以降に書いておりますが、時間の関係で説明は省略を

させていただきます。私どもとしましては、これらの分析・説明が不十分な税制改正要望

につきましては、今後、税制改正作業において更なる検証を行っていただくなど、各府省

が実施した政策評価や私どもの実施した点検結果を税制改正作業において活用していただ

くということを期待しているところでございます。 

 説明は以上でございます。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 それでは、目標管理型評価と規制評価、両ワーキング・グループの主査から、追加の御

説明がございましたら、いただければと思います。まず、谷藤会長代理、何かございまし

たらお願いいたします。 

（谷藤会長代理） 簡潔に申し上げたいと思います。そこにございますように、目標管理

型評価はワーキング・グループで検討を重ねてまいりましたが、政策評価審議会委員だけ

ではなく、外部の委員の方々も動員いたしまして、先ほどの事前分析表の40の施策を全部

見てもらいまして、どのような印象を持たれたのかについて報告を頂きました。それらの

方々の意見を取りまとめるような形で検討を重ねてまいりました。 

 一つだけ明らかになったことは、目標管理型政策評価の導入について、私どもと各省庁

の間で、理解が一致していないところがある、ある種の誤解が生じているような感じがし

ておりまして、今後、その誤解を解いていかなければいけないということを痛感しており

ます。説明にありましたように、500施策・5,000事業があります。私どもは、全てについ
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て目標管理型の政策評価をやるということを各省庁にお願いしたということではないわけ

でありまして、事前分析表を見ましても、目標管理型の政策評価に合わないような、モニ

タリングで十分できるようなものを目標管理型の政策評価にしてしまっているというよう

な事例があります。結果的にそれが事務の負担につながっている。その意味で、その評価

対象の選択、これが目標管理型の典型例であるというモデルケース、モニタリングで評価

できる典型例を提示して、目標管理型政策評価に少しメリハリをつけたいと考えておりま

す。そのようなことを各省庁に伝えていきたい。 

 それから、目標管理型の政策評価は何をしたいかというと、一つは、将来的な事務事業

の改善であるとか政策開発の改善につなげていきたいというようなこと。現在の目標管理

型は必ずしもそうなっていない。評価書だけで終わってしまう。事務改善や政策開発と言

われるようなものの新たな政策開発につながっていない。ここを何とかしてそういうもの

としていきたいということです。 

 それから、私どもは二兎（と）を追ったのですが、もう一つは国民ないし政治に対する

説明責任を明確にしようとすることです。説明責任の点から見て、まだ事前分析表はやや

説明的で、簡潔になっていない点があると思います。その意味でもう少し簡略化したいと

いうことも考えているわけです。目標管理型の、モデルケースを、何らかの指針を決めて

演えき的に導き出すということは難しいものですから、目標管理型の点検をとおして、具

体例とともに示していく作業が将来的に必要かなと考えております。そういう形で最終報

告書を取りまとめていきたい。 

 以上でございます。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 それでは、規制評価ワーキング・グループの主査の森田臨時委員、何かございましたら

お願いいたします。 

（森田臨時委員） 規制評価も同じようにこれだけの回数を重ねて検討しております。規

制評価の場合には、いわゆる見える効果と見えない効果、あるいは逆の効果というものも

ありまして、その辺りがどうなっているかを把握できませんと、かなり不確実な議論にな

ってしまうように思われております。したがいまして、現在は幾つかの例について丹念に

調べていて、どのような問題点があるか、どのような影響があるかということについて考

えてみようというところでございます。ただ、それをきちっと理論的に詰めて方法を確立

するまでは相当時間がかかりますので、当面は評価書の中でそういう情報が提供されるよ
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うに、また、ある程度類型を分けて、その類型ごとにどのようなポイントがあるかという

ことを検討しようというところでございます。これにつきましては、むしろ御専門の岸本

先生、何かございましたら。 

（岸本専門委員） 特に大丈夫です。 

（森田臨時委員） はい、以上でございます。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 それでは、ただ今の件につきまして、何か御質問、御意見ございましたらお願いします。

小野専門委員、どうぞ。 

（小野専門委員） 私、目標管理型評価のワーキング・グループの委員を務めておりまし

て、先週のワーキングに出席できなかったものですから、少し追加のコメントをさせてい

ただきたいと思います。今日御報告いただいたこの目標管理型のほうの検討の取組で主な

意見に挙がっているもの、いずれもほとんどは同意なのですが、追加で何点か重要な点だ

けに絞って申し上げたいと思います。 

 まず、私も40の実際に見る施策のうち20について細かく読み込んだというか、分析とい

うか、見てみたのですが、まず、見直し・改善に資するものにするという主な意見の１点

目のところなのですが、これもおそらくワーキングでそういう議論があったかと思うので

すが、省庁によってかなり品質というか、どのくらい目標管理型ということで評価がなさ

れているかというのは、差があるような気がいたします。これはもちろん制度官庁と事業

官庁の違いということもあるのですが、それにとどまらない、ある種の取組姿勢といいま

しょうか、これは事務局のほうで各省庁にヒアリングをしていただいているのですが、そ

のヒアリングの結果にもにじみ出ているようなところもあります。もう一つは、うまく評

価、技術的にというか、対応できているかどうかというようなこともあり、かなり差があ

る状態かなと。ただ、各省庁さんのヒアリングにも出ていましたが、ある種、うまく定着

していて、運用されているところもありますから、やはり年中というか、頻繁に制度が変

わる、ルールが変わるというのは非常に望ましくないので、そこはしっかりと考えていか

なければいけないのかなということを思いました。 

 それから、２点目のところですが、評価疲れといいましょうか、新たに負担を増やさな

いということ、これもこのとおりだと思うのですが、ただ、実際に読み込んでみると分か

りますのは、一つ、負担感、徒労感というか、そういうのにつながるだろうというのも幾

つかあって、例えば事前分析表というのは、評価書本体と役割分担が本来あるはずなので
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すが、省庁によっては事前分析表に書かれたことがほぼそのままというか、似たような表

現で評価書にも書かれていて、場合によると行政事業レビューのシートにも同じような文

章があって、そうなってしまうと、いろいろな事情があるにしても、担当される方はおそ

らく徒労感だけがあるということにもなるのではないかと思いました。 

 それから、少し飛ばしまして、下から２番目の意見のところにあるエビデンスベースで

目標を設定するまでのプロセスを明らかにと。エビデンスベースまでいかなくても、目標

を設定し、事前分析表の中で政策の目標を明らかにして、その目標値も設定するという辺

りが、この目標管理型政策評価のある種の肝というか、コアの部分だと思います。エビデ

ンスまでいかなくても、ここの部分だけでも、きちんとそれが記述されているという点に

ついて、もちろんやや問題含みというか、課題があるものが我々の作業の対象の施策にな

ったわけですが、私が見た20の中でもおそらく、一応政策としての目標が明記されていて、

それに基づいて指標が設定されているものというのは２つぐらいしかなかったように思い

ますので、なかなかうまくいっていない。いろいろな理由があるとは思うのですが。 

 最後に、何が何でも定量化しなければいけないという誤解があるのは、そのとおりだと

思います。ただ、これはおそらく品質の低い数字があるとすると２通りあると思っていま

す。一つは、もう少しきちんと定量化ができるはずなのにできていないものと、そこまで

無理に定量化しなくていいものを無理に定量化しているものと、これは二つかなり違いま

すので、ある種のルールというか、制度で対応していくというのをどうすればいいかを考

えていかなければいけないのかなと思います。 

 それから、ここには挙がってないもので私が一つ感じたのは、国の政策で目標管理型の

政策評価の対象になっているものでも、実際にそのサービスを提供する、国民にサービス

を提供する中で自治体が入るものが非常に多いのですが、一部の省庁のシートにはそうい

うことも書かれているのですが、やはり国の政策の評価をするときに、指標ということで

も、自治体でどうなっているかということが、あるいは地域でどうなっているかというこ

とを押さえるべきものが、かなりあると思うんです。が、そこはほとんど見られないのか

なというのを改めて感じたところです。 

 最後の１点ですが、ここに書かれている何点かにも関わるのですが、今、目標管理型評

価の対象になっていても、いわゆるパフォーマンスメジャメントの対象になっていても、

やはり総合的にというか、掘り下げて評価をすべき政策がいろいろあるのだろうとも思い

ました。ただしそれに関連して一つあるのは、いろいろな基本計画とかそういうもので、
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計画の中に効果についてきちんと検証すると書かれているものも最近は増えているのです

が、そういうものはそこでやるというのと、政策評価制度の中でやるということの関係を

どうするかというのは少し考えなければいけないのかなと。各省庁さんに対し、事務局が

ヒアリングをされた中にも、そういう総合的な評価というか、突っ込んだ評価にやや前向

きな発言をされている省庁もあるようですし、あと、これは実は数日前に新聞で見たので

すが、ある省庁さんがきちんと変数のコントロールをするような格好で、本当にエビデン

ス、その費用対効果がどうかということを明らかにするための実証実験を来年からすると

いう計画を発表されたことも出ていまして、これは正に総合評価であり、あるべき総合評

価だと思うんです。おそらく評価制度の枠とは別のところでなされるのだろうと思うので

すが、その辺、そういう本格的な評価を政策評価制度と、あるいは目標管理型評価との関

係を含めて整理が必要かなと思ったということでございます。 

 長くなりました。以上でございます。 

（岡会長） はい、ありがとうございました。 

 ほか、いかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、以上をもちまして本日の会議を終わらせたいと思いますが、次回以降の審議

日程について事務局から御説明ください。 

（平野企画課企画官） 資料４を御覧ください。次回以降の審議日程につきましては、来

年の１月19日（火）午後２時から第５回政策評価制度部会の開催を予定しております。ま

た、２月23日（火）の午後１時半から第４回政策評価審議会を第６回政策評価制度部会と

の合同で開催することを予定いたしております。いずれも詳細につきましては改めて事務

局のほうから連絡申し上げます。 

 以上です。 

（岡会長） ありがとうございました。 

 以上をもちまして第３回政策評価審議会と第４回政策評価制度部会の合同会合を閉会い

たします。 

 本日の議題に関し追加の御意見等がございましたら、事務局まで御連絡をいただければ

ありがたいと思います。 

 それでは、お忙しい中御出席いただきまして、ありがとうございました。 

 

 


